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1.公 害の多様性をどう考えるか

私達は,最 近都市における自動車公害激増の中で,自 動車公害をどのよ

うにな くすか とい う歴史的課題に直面している。それは生易しいことでは

ない。現代社会が クルマ社会に組み込まれていることをたえず認識しなが

らクルマ社会のデメ リッ トである自動車公害の対策を総合的に立てていか

なけれぽならない。 この問題は,あ る意味で,体 制をこえた問題であると

同時に,体 制内での最適な自動車公害対策の政策手段の選択の問題でもあ

る。 したがってそれは,個 別自動車公害対策に限定してその問題を解 くこ
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とを不可能にしている。環境保全 と環境創造の課題は,自 動車公害対策を

通じて解決しなけれぽならない と同時に,そ れをこえた環境全般の改善の

問題意識を もって対処しなけれぽな らない。

横浜地域政策の一環 としての自動車公害対策を政策科学的に展開するに

あたって,日 本全体の環境政策の問題意識を もった自動車公害対策のあ り

方を示 さなければならない。

最近,各 自治体は地域政策の創造的発展を 目指すようになった。公害対

策の基本問題は発生源対策にあることはい うまで もない。本来行政当局は,

公害 ・環境破壊についての実態の原因を科学的に調査し,そ の結果を地域

住民に公表し,具 体的対策を立て,問 題解決のために実行しなけれぽなら

ない。 この10年 のあいだ,主 要な自治体では,こ うした視点から公害対策

を実践してきた。にもかかわらず,近 年大都市圏を中心に,窒 素酸化物に

よる大気汚染,閉 鎖性水域における水質汚濁や交通騒音がむしろ激増して

いる。 ここに問題がある。

昭和62年 度版の 『環境白書』はr環 境汚染の発生源,発 生形態」につい

てこういっている。「経済のサービス化,ソ フ ト化が進展し,国 民の多 く

が都市的環境 と都市的生活様式の中で生活するようになったことに伴い,

工場3事 業場に起因するもののほか,自 動車などの移動発生源や,生 活排

水,生 活1音 等家庭生活に起因するもののウェイ トが大きくなっている。

また,先 端技術の進展,消 費の多様化等に伴いf排 出口だけでな く生産,

流通,使 用廃棄の各過程で環境汚染を生じさせないようにすることが重要

となってお り,環 境基準が設定されている汚染物質以外にも環境保全上監

視すべ き物質が増大しつつある」(同書1ペ ージ)と 。

ここでわかることは,従 来の成長至上主義時代の環境破壊の主体が産業公

害にあったが,最 近の低成長時代の公害の主体は家庭,先 端技術産業など

による公害であって,従 来の公害 より多様性をおびているとい うのである。

だがわた くしは,そ うは考}な い。最近の公害は産業公害,生 活騒音,雑

排水a自 動車公害,先 端技術公害などが複合的に発生している点に特徴性
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があ る。1980年 代1,rな って,経 済 のサ ー ビス化,ソ フ ト化 が 進み,私 た ち

は都市 的 環境 と都市 的生活様式 の中に組み込まれた生活をせ ざるをえない。

公害は多様性を もって進んでい る。戦後 史 的 に概 観 す る と,1960年 代,

1970年 代,1980年 代 に おけ る環 境 破壊 の形 態 は,各 年代 で 大 き く違 って き

てい る こ とは確 かな事実である。

ここで,わ た くした ちは,地 域環 境 の保全 と創造 を図 るために も,経 済

の論理 と環境 の論理 との かかわ りを明らかにしたい と考える。 こ うした中

で 自動車公害対策 の問題 を解 明したい と考え る。

2.1960年 代の成長至上主義 と公害 ・環境 問題

本来,経 済の論理は,地 域住民のニーズに対応して発展しなけれぽなら

ない。に もかかわらず市場 メカニズムを前提 とする社会では,市 場におけ

る価格メカニズムが優先する。その背景には資本の論理が支配し,地 域経

済は資本間の競争に左右される。したがって市民的ニーズは,こ の競争に

組み込まれる。その結果,地 域経済は不均等に発展する。一方における資

本の集積 ・集中がはかられると同時に他方では資本の分散 ・分離が進行す

る。それは同時に,人 口の都市への集積 ・集中が進み,他 方で農村の人口

は減少する。それにともなって,人 口の集積 ・集中は,急 速な社会的資本

の需要を要求する。 自治体は住 宅,学 校,病 院,保 健所,公 園,生 活道路,

福祉施設の急増を余儀な くされる。つまり現代の工業化に基づ く都市化が

進み,住 民の生活関連施設の拡大を要請する。1960年 代の高度成長は,こ

うした資本の論理 と生活の論理 との対抗関係を作 り出した。 た と}ば,

1960年 代に入って,池 田内閣の 「所得倍増計画」(1960年12月)は,年 経済

成長率7.2%を 想定 し,す べての経済諸改革を調整しつつ,国 民経済の生

産力向上を優先した。高度経済成長政策の中心的課題を重化学工業の発展

においた。それは同時に,欧 米の重化学工業 との競争において比肩しうる

力量に高めることにあった。その政策は,重 化学工業の国際価格競争力の

強化 として表面化した。その政策は,同 時に日本の貿易収支黒字基調の経
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済基盤を作ることになった。こ うした対外経済競争力の強化策は,当 然国

内的には,既 存の工業地域における重化学工業の発展を強めただけでな く,

その周辺地域への工業地域を拡大 した。工場の集積,集 中は,労 働力の集

積 ・集中を意味し,そ のため,自 治体は,生 活関連施設を急速に整備せざ

るをえなかった。

こうした工業化に基づ く都市化の変貌を政策的におし進めたのが 「所得

倍増計画」であ った。 この計画の基本的特徴は,「 社会的間接資本」の強

化である。すなわち民間資本投資の基盤づ くりのための社会資本である。

それは,2つ に分けられる。第1は,産 業基盤強化のための社会資本投資

計画であった。産業道路,港 湾,鉄 道,空 港など輸送施設,電 信電話など

の通信施設,工 業用地 ・用水などの社会資本への重点投資にあった。第2

は,住 宅 ・生活環境などの拡充にあった。 こうした生活関連基盤投資を通

じて都市問題を解決することにあった。それは工業化に基づ く都市化の立

ち遅れを社会資本への重点投資によって解決を図る政策であった。

こうした政策の結果は,r加 速度的に環境汚染と自然の改変」を 「進行」

させた(昭 和62年度版 『環境白書』)。とい うのは,重 化学工業 の発展 のため

の基盤づ くりを重視し,生 活関連基盤への投資を軽視したからである。そ

れが工業地帯における都市問題 として表面化した。当時r重 化学工業系の

大規模企業が,生 産過程における技術革新を利用 し,労 働力,原 料,機 械

設備の最適利用を考え,さ らに都市の消費市場の活用,産 業基盤としての

港湾,道 路,橋 梁などの交通 ・運輸手段の整備を利用しsさ らに工業用地,

工業用水の共同的利用などによって総体 として生産費 ・流通費を節約す る

行動様式を作 り出した。このことは,「 産業が産業 を よぶ」デモンス トレ

ーション効果を発揮し
,周 辺の関連中小企業の下請化のネッ トワークを作

り,地 域開発効果をあげることにあった。だが同時に,そ のような政府の

重化学工業優先政策は,生 活関連施設への投資を遅 らせ,都 市における生

活環境を悪化させ る結果になった。 この課題は,70年 代,80年 代に部分的

に解決されたが,質 的には残された課題 となった。
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一般的にいえることは,生 活環境は,人 間の生活をとりまく自然的 ・文

化的 ・社会的な有形無形の諸条件が どのようになっているかによって規定

づけられる。現代資本主義のもとでは,そ の発展の条件によっても異なっ

た形態を示すが,今 日では,物 的生活環境は民間資本の活動に対して生活

基盤のための社会資本の増減によって規定 されるといってもよい。 したが

って経済学的には,物 的な社会的公共設備が どのように人間の社会的 ・文

化的 ・自然的生活条件を維持してい くかによって決まって くるといっても

よいであろう。

すでに述べてきたように1960年 代の環境破壊問題は,基 本的には,政 府

による重化学工業化の急速な政策展開による工業地帯における都市の社会

資本拡充政策 との矛盾の結果生じたものである。経済学的に整理すればs

つぎのような論理に基づ くものであると考える。すなわち,重 化学工業の

急速な発展は,巨 大民間資本による外部経済(公 的利益)を 内部経済化(個

別利益化)す ることによって可能であった。そのメカニズ ムが,都 市を肥

大化し,人 口の過密化 と公害増大による社会的費用を増大させる結果にな

ったのである。工業化に基づ く都市化は,社 会的費用を増大し,そ れを市

民ならび),Y公共的財サービスに転化す ることによって,都 市問題を深刻化

させた。都市の過密化は,半 ば無計画的な工業優先主義の地域開発政策に

よる人口の都市への集中,お よびそれに基づ く公共サー ビス需要の量的増

大に対応する施設整備の未解決によって発生した。のみならず都市住民の

社会的ニーズの拡大に対して都市行政が対応できな くなった点にあった。

このメカニズムが結果 として公害問題を激増させる。 ここに都市問題がお

こり,都 市政策は,い や応なく住民 自治,参 加なくして解決しえなくなる。

各 自治体 も住民本位の環境政策を選択せざるをえない。1960年 代におこっ

た住民の反公害運動は,自 らの生命と生活を守ることが 目的となった。そ

れは,公 害反対運動にとどまらず,都 市住民の生産 と交通 と生活の様式そ

のものの変革を求めるものであった。都市住民の政策要求には,土 地高騰,

交通混雑,住 宅難,緑 地 ・公園の狭駐性,上 ・下水道の未整備,人 間疎外



36薩 而 経 言命 ∫寝 第23巻 第4号 (73)

状況に対す る改革 の要求を秘めていた。

こ うした都市問題 の激増 の中で,1969年 に 「新全 総」 が 示 され た。 各 自

治体 は,市 民 ・国民 本位 の総合 計 画 と環 境保全を期待 した。だがその計画

は,公 害 の 現状 を 総点 検 し,従 来 の成 長 政策 へ の反 省 か ら出発す るもので

はなか った。 それは 「成長」政策を前提 とした環境政策を配慮 した経済社

会発展計画であった。それ はすでに 「情報化,高 速 化 とい う未 来へ の転換

期 を 迎 えた今 日,新 しい観 点 か ら国土 利用 の抜 本 的な再編成を図 り,37万

平方 キRメ ー トル の国土 を有 効 に利 用 し,ま た 開発 す るた め の基 本 的方 向

を指 ししめす」 とい った ものであった。

一方 「新全総」 は
,「 巨大 化 す る社 会 資 本 を先 行的,効 果 的 に 投 下 す る

た め の基 礎 計 画で あ り,あ わせ て民 間 の投 資活 動 に対 して,指 導的,誘 導

的役 割 を果 す もので あ る」 と強調 した。そのための大 プ ロジェク トを示 し

た。第1は,全 国的 な通 信 網,航 空網,高 速 幹 線 鉄道 網,港 湾 な どを建 設

・整 備 して,日 本 列 島 の全 域 にわ た って新 しい交通 ・通信のネ ッ トワー ク

をつ くる。第2に,こ の新 ネ ツトワー クの形成 と関連 しなが ら展開す る大

規模産業開発 プロジ ェク トで,工 業,農 業,流 通,観 光 に関す る もので あ

り,第3に,環 境 保 全 を重 視 し,第1と 第2の 開発 と関連 させ なが ら,自

然 ・資源 ・農 山村 ・地方 都市 ・大都市 な どの環境保全 を考えてい くとい う

発想であ った。

この計画 は,主 要 都市 の市民 的 ニー ズで あ る環境保全を 前提 とした 開発

計画でないために,半 ぽ失 敗 した ◎ それ は1971年 の ニ ク ソソ ・シ ョック と,

1973年 末 の オ イル ・シ ョ ックに よって,全 体 の計 画 は,失 敗 した とい って

よい で あ ろ う。 なぜ,環 境 対策 を軽 視 した か を反 省す べ きであった。

3.1970年 代の 「安定成長」政策の論理 と公害 ・環境問題

1970年 代は,従 来の成長政策の軌道修正を余儀な くされた。 それ は,

1971年 度の政府みずか ら認めたr国 民生活白書』 に典型的に示 された。

r白 書』はい う。「物価騰貴,と くに地価の急上昇は,都 市生活者を圧迫し
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ている。中で も,東 京,大 阪両地域の地価が極端に高いため,住 宅スペ_...,

スが狭 く,住 宅費も高い。また悪臭,水 質汚濁,騒 音,振 動,大 気汚染と

いった環境破iY対 する苦情,陳 情が激増。わずかに地盤沈下に関する苦

情だけがここ一f二 年に減少している。 こうした環境破壊は,累 積効果を

持つことや,一 度破壊されると修復が困難である,な ど重要な問題を含ん

でいるので,繁 栄の代償としては,最 も深刻なものの一つである」 と。 こ

の指摘は,1987年 の地価高騰の現象との関連でも意味をもっている。

当時のr国 民生活白書』は環境保全を前提にしない限 り,開 発は困難で

あることを,国 民生活の視点から,自 己認識したのである。それは卓見で

あった。さらに当時注目したい点は,経 済企画庁が監修した 『資料新全国

総合開発計画』(1971年)の 第1編 第2章 において 「人間環境の破壊」を取

り上げた点である。 この点は一一面で注 目すべ き指摘であ った。「いま環境

破壊の観点から,あ らためて新全国総合開発計画を問いなおしてみると・

環境の理解 として自然環境と社会環境を想定し,総 合的な環境問題に対す

る取組みがみられる」 として,つ ぎの5点 をあげている。

「第1に,地 域問題に対する基本姿勢において自然 と人間 のあ るべき調

和 とい うr新 しい環境の形成』を志向している。開発計画の課題は人類が

自然を開発利用することによって生活の場を拡大し,今 日の繁栄をもたら

した とい う理解だけではもはや十分ではな く,自 然の開発利用計画に加え

て自然保護を含めた開発計画を位置づけている」,第2に 現代の開発行為

において 「自然の秩序を無視した行為や文明に対する制御(環 境保全技術を

含む)の 不十分」さを認識 しているとい う。第3は,rr過 密 ・過疎問題に

対 して,交 通通信のネ ツトワー クの整備を通じて開発可能性を 日本列島全

域に拡大する』ことを基本的な課題 としている」とい う。 第4は,「 経済

効率の観点ばか りでな くr安 全性,快 適性』を重視している」 とい う。第

5は 「将来を展望して余暇の生活にもつ意義を重視し,こ のための社会環

境の形成」を主張している。それぞれ,人 間の自然環境f社 会環境を重視

したのは,住 民意識への対応を考慮しなければならなかったからである。
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だが,「 人間環境破壊」がなぜおこり,そ れを どの よ うに解決したかの

姿勢をみることができない。

こうした問題に積極的に対応したのは,日 本の主要大都市の厳しい公害

対策であった。東京都,川 崎市,横 浜市,名 古屋市,京 都市,大 阪市,神

戸市などにおける公害行政の課題は,地 域住民の生命 と生活を守る公害反

対の住民のニーズにどのように対応するかにあった。

1970年 代は,71年 の通貨危機,73年 末の石油危機,79年 末の第2次 石油

危機の中で,先 進国は,従 来のの成長中心主義の経済構造の変革を迫られ

た。

60年 代を 「高成長」の時代 とすれぽ70年 代は 「低成長」の時代である。

とくに73年 末の石油危機は,従 来の資源依存の経済体質の変更を余儀な く

させた。従来の成長至上主義の経済政策は,内 的要因 と外的要囚によって,

厳 しい反省を迫 られた。内的要因 としては,物 価騰貴,公 害 ・環境破壊,

土地騰貴r住 宅高騰,都 市間題の激化などをあげることができる。0方 外

的要因 としては,71年8月 後半以降の固定相場制から変動相場制への移行

に基づ く国際通貨危機,円 高 ドル安,ド ル高 「円安」の為替変動による先

進国の貿易構造の脆弱性,強 い通貨国と弱い通貨国との二極分化の進行,

発展途上国へのイソパク トをあげることができる。 さらに1973年 末の第1

次石油危機による原油高騰が先進国の石油製品価格を騰貴させた結果,消

費支出減,公 共投資の抑制,イ ソフレとデフレのダブル ・パンチによる地

方財政の赤字,環 境破壊の部分的低下などとなって表 面 化 した。 さらに

1975～78年 の世界景気の停滞,先 進国における各企業の減量経営,失 業率

の増大,国 際収支の赤字幅の増大,ス タグフレーシ ョソの定着,公 害対策

の後退などが 目立った。低成長政策はf石 油節約,開 発抑制,不 況とい う

論理の中で,相 対的に量として公害対策の低下 とい う論理を作った。

1970年 代全般にかけて先進国のみならず,発 展途上国は不況の連続,と

りわけスタグフレーシ ョソに直面した。ガルブレイスのい う 「不確実性」

の時代),rL..入ったのである。1979年 の第2次 石油危機は,長 期経済不況の原
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因に もなった。 アメ リカ,イ ギ リろ フ ラ ソス・ イタ リアな どにおいては・

国際収支の赤字幅の増大,10%台 の失業 率,7～8%台 の物価 上昇 率,鉱 工

業生 産性 の低下,環 境 政 策 の改 善 な どが 目立 っ た。ECは ・ 地域 環境 政策

を採 用す る よ うにな った。

こ うした 中で,田 本 と西 ドイ ツの経済 指 標 は,か な り順 調 な伸 び を示 し

た 。 従来 の成長 産業の不況の中で,と くに 日本 の 自動 車産 業 は・ 乗用車生

産高において世界一を競 うよ うにな った。当時の産業構造は大 きく変化し

た。造船,鉄 鋼,ア ル ミ製 錬,石 油化学 な どの各種 産 業部 門 は1987年10月

頃 まで停 滞 を余 儀 な くされた 。公害現象をみ る と,従 来 の硫 黄 酸 化物(SO・)

の濃 度は かな り低 下 した が,自 動 車排 出 ガス に含 まれ る窒 素酸化物 の濃度

が高 くな ったのみな らず,自 動 車騒 音 な どに対す る苦情 が 多 くなった。 自

動車公害 問題は,交 通事 故 死者 の年 平均1万 人前 後 を筆 頭 に,大 気 汚染,

騒 音,振 動 な ど深 刻 な 問題 に な った 。

4.1980年 代の日米 自動車摩擦の論理 と自動車公害問題

1980年 代 の先進 国は,79年 の第2次 石 油 危機 以降83年3月 まで の世 界 不

況 を経 験 した。

と くにア メ リカ,イ ギ リス,フ ラ ソス,イ タ リアにお いて は,高 失業 率,

国際収 支 の 大幅 赤字,物 価高,労 働 生産 性 の低 下 な どに 直面 す る。1979年

は,ア メ リカの3大 自動 車 産 業 で あ るGM,フ ォー ド・ クライス ラー の乗

用 車生 産数の低下に対 して,日 本 の 乗用 車 生産 は1000万 台 を 突破 し・世 界

一一にな る。

1980年 代 に な って 日本 とア メ リカの貿 易摩擦が表面化 した。80年2月5

日全 米 自動 車 労 組 の フ レーザ ー会長 は 日本車の輸出規制を要求した。 同年

5月18日 ア メ リカ上 院 は ア メ リカ 自動 車産業を 日本車の輸入急増か ら守 る

ための決議案を可決 した。

80年 の 日本 の 自動 車 の生産 台 数 は,1000万 台 に達 し,ア メ リカの 自動 車

生産 台 数800万 台 を 突破 した。 この年 の 日本 車 のアメ リカへ の自動車台数
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は約230万 台 で あ った。 同年 の 日本 の 自動 車の輸 出比率54%に 対 して,ア

メ リカは10.1%で あ る。 ア メ リカへ の輸 出急 増 の主要な原因は,2度 の石

油危機 で,日 本 車 の低 価 格,高 性 能,省 燃 費技 術 の 開発,デ ザ イ ンの ユ ニ

ー ク性 な どに よる
。だが1983年 原油 価 格 の値 下 りと政府 の個 人所得減税政

策に よってアメ リカの景気が回復 し,乗 用 車 生産 台 数 は,84年777万 台,

85年818万 台 に増 大 した 。

ア メ リカ側 は,81年5月1日,日 本 政府 に対 して対 米 乗用 車 輸 出台i数を

1年 間 に168万 台 に制 限 した。 この規 制 は1987年 まで,続 けて い る。 一方,

1980年 代 に な って,日 米 自動 車 摩擦 の 問題 は,日 本 の ア メ リカ現地 で の生

産拠 点 を作 る方向に発展 した。本 田のオハイオ州での 「シビ ック」の生産,

日産 の テ ネ シー 州で の 「サ ニー」 の生産,ト ヨタはGMと の 協 同 出資で

カ リフ ォル ニ アに進 出し 「スプ リンター」 の生産,松 田が デ トβイ トで フ

ォー ドの協力 の もとで 「カペ ラ」 の生産,三 菱 自工 が,ク ラ イス ラー と提

携 し,ク ラ イ ス ラー に完 成 車 供 給,い すS,°は,GMと 提 携 し,rRカ ー」

を供 給 してい る。 日本 の 自動車 メー カーは 日米 自動車摩擦の数量制限的矛

盾の一部を,ア メ リカで の 現地 生産 方 式 で 解決 してい る。

1985年 日米経 済 摩擦 は深 刻 化 し,日 本 の対 米 貿易 黒字 は400億 ドルs86

年 に は560億 ドル に増 加 し,1ド ル190円,1ド ル150円,1ド ル120円

台 と円高 ドル 安 に構 造変 化 を とげた。 アメ リカの対 日市場開放策 は厳 し く

な った。1986年 日本 の 自動 車産 業 は,ア メ リカへ の 輸 出 を抑 制 しつつ,内

需拡 大政 策 を 推進 した。

こ うした中で,r環 境 白書』(1987年)は こ う書 い た。「我 が 国経 済 が 安定

成 長へ移行 し,産 業 構造 の 変化,省 資 源 ・省 エ ネル ギー が進 展 した ことも

あって,環 境 の状 況b全 般 的 には 改善 を示 して きて い る。 しかしなが ら,

大 都 市 圏 を中 心 に,窒 棄酸化物による大気汚染,閉 鎖性水域における水質汚濁,

交通騒音等の分野で は改善が遅れてお りi今 後,環 境水準の達成に向けて一層の努

力を要する状況にある」 と。

日本経済の構造変化の中で,国 内 の環 境 状況 も,変 化 し 「大 都 市 圏 を中
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心に,窒 素酸化物による大気汚染」の改善が遅れていることを指摘したの

である。

これまで,市 場の論理 と環境対策の問題を1960年 代・70年 代・80年 代の

日本経済の,そ れぞれの特徴の中で示 してきた。最後に自動車産業がr世

界的水準に達し,ア メリカの自動車産業の生産台数を突破し,世 界一の自

動輕 業 「王国」になった ことを明らかセこした・だ湘 ・米 自動蝉 擦の

解決の方向は,国 内における内需拡大 と輸出抑制による代替方式 としての

現地生産を選択している。 とくに国内における乗用車の内需拡大は,改 め

て,自 動車公害をもたらす ことは必然である。すでに・七大都市における

自動車公害対策は,改 めて都市環境保全の立場から重要課題にな りつつあ

る。

いまや 自動車公害対策は,実 践的課題であると同時に政策科学的課題に

なっている。

政策科学的課題 とい うのは,自 動車公害対策の理論 と実証に基づ く客観

的な政策提言を解析する課題であるとい うことである。

5.「 ク ル マ 社 会 」 の メ リ ッ トと デ メ リ ッ ト

(1)ク ル マ公 害 は深 刻 で あ るか

1987年12月22日,環 境 庁 は,NO2(二 酸化窒素)の 大 気 汚染 が東 京 ・神 奈

川,大 阪 の三 大都 市 地域 で 深刻 化 し,1986年 度 には,こ れ らの3地 域 の主

要 沿道 沿 い に あ る 自動 車排 ガス測定局で,環 境基 準 を 達成 で きなか った こ

とを発表 した。測定局におけ るNO2は,前 年 度 よ り3ポ イ ン ト増 加 しs

76%に な った こ とを発表 した 。東 京 の特別区で は,28局 中22局(79%),横

浜 市 を 中心 とした 地域 で17局 中15局(88%),大 阪 を 中心 とした 地域 で23局

中15局(65%)で あ った。 自動車 排 出 ガ ス測 定 局 の みな らず一般環境大気

測定局で も同じ傾向をみせた。基 準を超 えたのは全国1321局 の うち34局

(5都 府県13市)で,全 部が 東京f神 奈川 を含 む 首都 圏 と大 阪で あ った。環

境庁 は,か ね てNO2に つ い て は1985年 度 まで,全 国で 基 準を 達成 す る と
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25,683,717(417)

7,033,000(154)

10,027,820(218)

14,394,7」4(284}

__一 型z乳∫～32!.QΩ!9-(340).

21,-049,500(394}

21,720,500(404)

22,354,000(415)

23,109,500(426)

23,683,500(433)

23,921,000(435)

24,090,500(437}

2,431,171(48)

6,137,012(118)

11,120,405(207)

..一一ユ旦!252,558(291),

18,3GO,38」(323)

19,li,013(33}

20,150,730(353)

21,257,812(375)

22,152,977×390)

22,833,000(401)

23,496,000(411)

1.6,859,403(302)

17,350,570(310)

17,515,406(314}

17,924,236(318)

18,302,398(325)

18,902,808(335)

19,296,921(341)

噛噌一一一.一 ■團一一一一-ロ ー圃H-一 一暉聯響一一'罷 冒"需 一一i劇 脚・

26,362,592{429)

27,070,934(442)

27,821,940(456)

(出所)『 自動 車産業 ハソ ドブ ック』(1987年 版)紀 伊 国屋書店,268～269ペ ージ。

(注)イ ギ リスの保有台数は年に車程分類 の変更があ り・それ以前 の分類に よる。
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いっていたが・鯉 であった
・撒 を ・年過 ぎても,Nq麟 酸化物)の

纏 規制地域になっている棘 ,神 奈ノiL大 阪をはじめ北海道崎 玉
f

葉涼 都浜 鼠 愛知謡 岡の+髄 槻 で約勉 守れなか
ったこと臆

味する・さらに{粒 子状獺 も自動輯 出ガス測鵬 の72%で 猷 でき

なかった・ こうした理由には泊 騨 交麗 の鰍 によるも
の と教 られ

る・ とくに・3大 都市に紺 る瞳 車交麗 の増大臆 速に高ま
っている。

このままデ ィ㎞ゼル トラックの排 ガ槻 制や自動車公害対策を野放
しにす

れぽ・3大 都市の汚染量は・ さら1こ鍬 するであろ う。そればか りでなく
,

最近の繍 礫 栄にもとつく・ クルマ社会の定着化は泊 蜘 鰭 を増

大させる傾向になっている・ こうし燗 題 こついて
,改 めて クルマ社会の

あ り方を政策科学的に蜥 することがいま腰 とな
っている.輪 では,

横浜市自動軸 翻 策の聯 科学鰍 究にあるが
,そ 嚇 趾 してはQ

の クルマ社会のメ リット・デメ リットを総合的に論じることによって クノレ

マ公害対策がいかに重要であるかがわか
って くるであろ う。たしかにクル

マ社会は・坊 で識 会における生嵐 鞭 ,消 費廃 棄の総雌 の中で,
き.・ て機能的役割・ とくに輸送サぜ スの総体的役割媒 している

.と

同時に・働 で・ クル効 ミ・物流 人流の基本的搬 として藪 雄 割を

果すことによって・そのこと自体が誹 出ガスによる公害
,交 鯨 故談

音など・社会的マイナスといってもよいほどの社会的災害をおこす性格を

もっている・ この点で・ クルマはその運用上
,機 能上,社 会上煉 ず二重

の背反する性格をになって社会経済 とのかか籾 を も
っている調 知のよ

うに自蜘 の社会関係の中で蓮 視し鮒 ればならないのは
,社 会的蜘

であろ う・ この社会r用 とい う概念は
,「 私的経済の糸課,第 堵 あ る

いは一般大衆が こうむる直接
,間 接の損失」(カ ップ)と い う内容で示され

ている。

ともあれ・ クルマ社会は・ クルマが どのような性格 と役割を社会関係の

中でもっているかである・ クルマ公害を轍 す ることは
,人 類の課題であ

ろ う・ クルマ公害を抑止するためには,ク ルマをもつ ことを必要としてし、
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第2表 地域別 自動車保有台数(昭 和61年度末現在)

地区矧 自辮 総計 貨 物 車 乗 用 酬 そ の 他 地 区 人 口
自動 車
普 及率

(人/台)

3.2横 浜

(台)
967,261

(台)

157,522 6281嘉!l
(台)

181,534

(人)

3,066,YO6(/}
goo

C%)
16.3
C%)IC%)64.918.8

川 崎

313,407 58,054 194,312 61,041
1,110,946

11
3.5

100 18.5fi2.0 19.5

横須賀

三 浦

z30,goy 26,0411147,01757,846
738,920 3.2

goo 11.3 63.7125・ ・1

県 央

446,521 73・ ・4・1287・ ・38186・342,

i

1,168,366 2.6

100116.4 64,319.31.
1

392,876 56,6071249.6881 …SG,5811

1 1,084,541 2.8

100
1

14・4163・ 6122.0

足柄上

46,8・35,9・d27,X22・3・2751

411
103,943 2.2

goo ・2.G59・ ・128・1

西 湘
94・5471・6・692 54・654i23・2・ ・{1

?43,662 2.6

100 ・7・「57・S24.5

津久井
28,91113,822116>7808,3091

65,126 2.3

loo 1.3.2 58,028.7

全 県
2,536,5・6398,75911,6・3・9831523・7641

7,581,610 3.0

goo 15. 7163・612・ ・61i

(出所)神 奈川県環境部r神 奈 川県自動車交通 公害防止計画』(ユ988年1月)10ペ ージ。

る社会関係を分析することから始めた方がよいであろう。これが クルマ公

害抑止のための政策科学的研究に連動していると考える。

もちろんクルマ社会の原点はクルマを否定することによってクルマの公

害をな くす ことにあることはい うまで もない。あるいはクルマを否定する

ことによってクルマ社会のあるべき姿を考えることであるかもしれない。

だが現実にクルマ社会なしに生活できな くなってしまったメカニズムを解
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第3表 自 動 車

日 本
北 米

ア メ リ カ カ ナ ダ

乗

1960年

1965

1970

1975

1980

165,094

696,176

3,178,708

4,567,854

7,038,108

6,703,1.08

9,335,227

6,X50,128

6,716,951

6,375,506

用

車

325,785

706,810

940,389

1,05s,417

846,77?
1981

19S2

19S3

19S4

1985

19S6

6,974,131

s,881,586

7,15].,888

?,073,173

7,646,S16

7,809,809

6,X53,138

5,073,496

6,781,184

7,773,332

8,x.86,034

7,829,249

783,67?

787,848

955,498

1,023,357

1,077,932

1,061,738

商

1960年

1965

1970

19?5

19SO

316,457

1,1'9,43S

2,11Q,449

2,373,737

4,004,776

1,202,011

1,802,603

1,733,821

2,269,562

1,634,335

71,954

139,799

253,1$3

390,939

527,522

用

車

ー
ユ

ー
■

¶
⊥

1
⊥

¶
■

-
↓

0
り

Q
ゾ

Q
げ

Q
ぜ

Q
ゾ

0
プ

8

8

8

0◎

8

8

1

2

3

4

5

6

4,205,831

3850,zos

3,959,771

4,391,747

4,624,279

4,450,008

1,fi89,778

1,912,099

2,443,637

3,151,449

3,467,922

3,505,992

496,822

447,820

546,827

811,722

856,178

792,680

1960年 481,551 7,905,119 397,739

ム 1965 1,875,614 11,137,830 846,609
口

1970 5,289,157 8,283,949 1,193,572

1975 6,941,591 8,986,513 1,449,356

19S4 11,042,884 8,449,841 1,374,299

1981 11,179,9fi2 7,942,916 1,280,499

1982 10,731,794 6,985,595 1,235,668

1983 11,111,659 9,224,821 1,502,325

計
19S4 11,464,920 1Q,X24,781 1,835,079

1985 12,271,095 11,653,95fi 1,934,110

1986 12,259,817 11,335,241 1,854,418

資料=各 国自工会資料等

(出所)前 掲書r自 動車産業ハン ドブック』(1987年 版)242～243ペ ー ジ。
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生 産 台 数

西 欧 主 要 国

イ ギ リ ス 1
1,352,728

1,722,045

1,640,966

1,267,695

923,744

954,65Q

887,679

1,044,597

908,906

1,047,973

1,Q18,962

457,972

455,216

457,532

380,704

389,1.70

229,555

268,798

244,514

224,825

265,973

228,685

1,830,700

2,177,261

2,098,498

1,648,399

1,312,914

1,184,205

1,15G,477

1,289,111

1,133,731

1,313,946

1,24'7,647

西 ド イ ツ

1,816,779

2,733,732

3,527,864

2,907,S19

3,520,934

3,577,807

3,761,436

3,877,641

3,790164

4,166,6S6

4,320,828

238,370

242,745

314,383

278,389

357,619

319,200

301,229

292,910

255,298

279,234

286,135

2,055,149

2,976,477

3,842,247

3,].86,208

3,878,553

3,897,007

4,062,665

4,170,553

4,045,462

4,445,920

4,596,963

フ ラ ン ス

1,115,600

1,397,800

2,245,340

2,544,491

2,938,581

2,611,864

2,777,125

2,960,823

2,713,289

2,632,366

2,773,094

233,613

218,507

258,445

314,588

439,852

407,506

371,682

375,039

348,863

383,740

421,521

1,349,213

1,616,307

2,503,785

2,859,079

3,3?S,433

3,019,370

3,148,807

3,335,862

3,062,152

3,0rs,106

3,194,615

イ タ リ ア

595,923

1,103,932

1,719,715

1,348,544

1,445,221

1,257,340

1,297,351

1,395,531

1,439,283

1,389,156

1,G52,452

48,710

71,616

134,537

110,085

165,066

176,403

155,692

179,620

161,894

183,751

178,637

644,633

1,175,548

1,854,252

1,458,629

1,610,287

1,433,743

3,453,043

1,575,151

1,601,177

1,572,907

1,831,089

オ ラ ソ ダ

45,343

59,801

85,559

71,066

80,779

77,922

90,615

105,597

108,59S

105,083

118,976

14,676

12,077

18,114

15,609

32,102

23,X12

18β90

16,640

20,523

20,891.

15,416

60,019

71,878

103,673

86,675

1.12,881

101,434

109,005

122,237

129,121

128,974

134,392

注:イ ギ リスを除いて,組 立台数 を含む。
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明す ることではあ るまいか。換言すれば クルマ社会の メ リット,デ メ リ ッ

トを示 す こ とに よって クルマ社会の本性を見抜 くことではあ るまいか
。例

えば・ スイスのツ ェルマ ッ トのまちは,人 口約4000人 でsあ の有 名 なマ ッ

ター ホル ンへ の観 光の電車の起点 にあたるまちであ る。 ここでは,ク ル マ

は,電 気 自動 車 しか 許 され て い ない 静かなまちである。市議会は
,1986年,

まちへ の クル マ の 出入 りを認 め ない ことを決議 した とい う。市民の80%が

そ れ に賛成 した。 この まちで は,苦 労 の ない ところに静 け さを守 ることは

で きない ことを市民が共通に認識 してい る。 そ こでは,金 持 ち も貧 乏 人 も,

環 境 を 守 る こ とにお い て平 等 で ある。

この まちの市民社会 は クルマを認めない ことに よって快適な生活を送 っ

てい る典型的な事例 であ る。 だが多 くの都市では,ク ル マな しに生活 がで

きな くな ってしまってい る。 ここに問題が ある。

② クルマの普及率は増大す る

この 日本では,1985年,乗 用 車 と商用 車 の合 計保 有 台 数 は4 ,616万 台 で

あ る。1975年 の2,SOO万 台 の1.6倍 近 くの増 大 ぶ りで あ る(第1表)。

1986年 の神 奈 川県 民 の クル マ の保 有 台数は253万 台で あ り,横 浜 市民 の

それ は97万 台 に な った(第2表)。

一 般 的 にい え る こ とは
,都 市 で は一世 帯 に1.3台 の クル マを,農 村で は

一世 帯 に2 .3台 の クル マを保 有 す る よ うに な った。

世界的にみ て も,1985年 の統 計 に よ る と,ア メ リカは1000人 当 り711台,

カナ ダが580台,イ ギ リスが341台,西 ドイ ツが456台,フ ラ ン スが473

台tオ ラ ン ダが368台,イ タ リアが411台,日 本 が382台 で あ る。 日本 は

イギ リス,オ ラ ソ ダの保 有 台 数を こえ てい る。

とにか く日本の クルマ保有台数は,先 進 国並み で あ る。一 方生産 台数を

み ると,1986年,ア メ リカ1,133万 台,カ ナ ダ185万 台,イ ギ リス124万

台,西 ドイ ツ460万 台,フ ラ ソス319万 台,イ タ リア183万 台,そ して 日

本 が1,226万 台で トップで あ る(第3表)。

1980年 代 にな って 日本 の対 米貿 易黒 字 の中で,自 動 車 の黒 字 はか な りの
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比 重 を 占め,ア メ リカか ら数量 制 限 を要 求 され,同 時 に対 米貿 易戦 争 を 少

しで も避 けるため,日 本 の 自動 車 メー カー は ア メ リカでの現地生産を開始

した ことを,前 に紹 介 した。1990年 まで に,ア メ リカで の生産 台 数 は本 田

第4表 会社別 自動車生産割合(%)1986

乗 用 車

トヨ タ34.4

日 産22.7

本 田 技 研13.1

噛マツ ダ10 ,4

三 菱 自動 車7.4

計(そ の他 を 含 む)100.0

実 数(1000台)7810

ト ラ ツ ク

トヨ タ21.8

三 菱i自動 車13.5

鈴 木 自動 車13.9

日 産10.6

ダ ィハ ッ10.4

計(そ の他 を 含 む)100.0

実 数(1000台)4408

ノく ス

トヨタ34.1

日 産18.〇

三 菱 自動 車15.3

いす ゴ自動 車14.1

日野 自動 車12.1

計(そ の 他 を 含 む)100.0

実 数(1000台)42

(出所)「 日本自動車工業会」の資料から作る。

第1図 主 要国 の 自動車生 産高推移

X400

1200

Yoao

SQO

soo

goo

200

4 197476

日本 自動車工業会 「自動車統計月報」

第2図

7880828486

(1987年2月 号)に よる。四輪 車のみ。

世 界 の 自動 車 生 産 高

一 ソ連4・7力 才 ダ1'Fイ タ リア3・5

日本

27.2%

ア メ リカ合衆 国

25.8

西 ド

イツ

3.9

フ ラ

ンス

6.7

1

尊
そ の他

17.9

コ 　
0%ユ02030405060708090100

総 生 産高は4514万 台a

(出 所)日 産 「自動 車産 業 ハ ン ドブ ック」(1987年 版),紀 伊 国屋 書 店 刊240ペ ー ジ。
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第5表 主 要 経 営

会社名

日 産

ト ヨ タ

マ ツ タ

決算期

'$5 .
,86
.

S7,

9
り

り
0

3

,84
.

'85
.

,86
.

ρ
0

6

ρ
0

'84
.10

,85
.10

,86
.10

墜8蝿齢
58,9251
5?,612

54,573

59,467

61,655

63,89G

2,473,11

2,438,520

2,275,098

3,376,224

3,540,546

3,652,211

127
,40!;1
27,609

28,429

1,148,X20

1,160,929

1,219,434

総売上高

3,61.8,076

3,754,372

自動 車(含
KDセ ッ ト)

3,107,814

3,200,887

3・429β1712・882・959

5,472,681

6,0F4,X20

6,304,858

4,160,749

4,626,685

4,792,081

そ の 他
(含二二市而耳証)

輸出
比率

510,262;58.2,,%
553,28559.

546,358i55.8

1,X31,X15

1,569,553

1,626,187

自
菱
L

本 田
技 研

'85
.

,86
.
,87
.
翻 婁§;000()00
3i約23・000

1,85
.

,86
.

,87 .

り
θ
り
臼
り
仙

20,X13

28,137

32,903

1,110β621
i

1,188,636

1,177,413

1,408,307

1,578,823

1,558,fi7d

x'80,833
1,160,821
1,233,7{)2i

1,929,519

2,245,743

2,334,597

1,311,932

1,437,735

1,al2,777

Q
ゾ

7
-
7
-

Q
ゾ

リ
ρ

4

Ω
り

n6

ー
ム

(
U

FD

9
臼

-
↓

(
∪

戸
D

暫⊥

ウ
臼
9
臼

り

リ
コ

ジ

書
⊥

¶
■

-
L

320,916

363,726

45.1

48.0

44.7

36.5

0'7.7

374,04036.4

ゴ
助

す

セ
、
芒
㌔
(

し84
.10

,85
,10

,86
.10

15,52

15,997

16,064

2
一
1 i5.7

57.3

54.1

ダ

ハ

}・84
.イ

,85
.ツ

,86
.

・h
>
ρ
0

6

1,227,343

1,473,9r7

1・730・9331

70Z,]76,71.1
771,76668.8
coy,664i58.3

403,646

570006
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揃 標 一 覧 (100万 円)

総 資 本 資本金
他 メー カー持株
比 率比率

税 引 後
純 利 益

売上高i総 資本
利益率1利 益率

自己資本

74,276

64,752

46,606

2.1

1.7

1.4

3.0%
2.6
1.7

2.486β71

2,884,701

2,G77,271

109,818

113,087

116,483

1,1F9,409

1.,231,X43

1,2≫,X70

47.Q

X9.6

47.3

251,567

308,300

255,185

4.6

5.1

4.0

8.1

8.7

7.0

3,096,911
3,539,X71

3,624,812

120,004

126,950

133,297 ii灘鷹
29,673

31,173

8.15

2.1

2.0

0.5

4.2

4.0

1.0

706,560

788,X13

×310,505

49,DQ1

55,488

GO,373

i233
,77233.5

278,881
`L89
,X79

35.4

35.7

24.01%(Ford)
2=x.35{Ford)
23.83(Ford)

6,6370.5
25,3321.6
14,49310.9

1

o.s

2.3

1.3

877,346

LO56,837
1,110,085

3x,177

35,177

35,177

110,08112.5

×31,79612.5

142,672',12.9

15° ・o'(Chrysler)

20(Chrysler}

24(Chrysler)

32,679

45,232

42,276
i

1.7

2.0

1.8

3.4

4.1

3.7

963,956

1,111,ユ31

1,149,685

54.5811
56,034

57,8⑪4

407,886

445,857

490,992

i

X2.3

40.1

42.7

△17,725!△2.3

べ欄 △1:量
i

△2.6

1.9

△0.6

679.6241
695yIuG

648,371

38,035

4Q,775

40,880

76,086

114,495

110,567

11.2

16.5

17.i
I

34.2%(GM),

1.32(鈴 木)

38.6(GM)

}1.2r鈴 木/

5,017

6,642

5,45fi

1.1

1.3

1.0

1.8

2.3

1.8

271,X76

294,857

i299・237

18,950

18,95U

18.50
i

1

76,042123.0

80,311127.2

83,378'27・9

}14.66%(ト ヨ タ)

15.13(ト ヨ タ)

14,901

129921

10,211

2.2

1.7

1.4

3.5

2.8

3.9

421,444

455,183

516,346

24,625

25,970

27,254

、28,22・130.4

142,72gl31.4

152,33629.

6.22%(日 産)

6.07(日 産)

6.00(日 塵)

6.02

6,129

5・6021

1.0

0.8

0.s

1.9

1.7

L.5

314,303

357,2'JZ

369,249

14,805

14,860

14,834

1

82,736126.3

86,97212.3

90・586124・5

5.0%(GM),

3.5(い す 薯')

i4
,240
4,423
3,237

1.0

0.9

0.8

1.8

2.0

1.5

232.32

224.2321

217,255

15,842

15,928

15・9281

69,03229.7

71,86732.1

73,00833.6
]

11.13%(ト ヨ タ)

}
11.32(ト ヨ タ)

1,Q2?

1,214

5,744

o.4

0.5

2.6

0.4

0.

2.3

238,307

2-X2,186

247,121

9,734

9,875

9,887

40,011

41,241

46,274
4

16.S

17.0

18.7

45,2%(日 渡)

44.6(日 産)

44.5(日 産)
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が30万 台,ト ヨタが20万 台,日 産 が10万 台,マ ツ ダが24万 台sこ れ だ けで,

ア メ リカで の80万 台 の現地 生産 が 可 能 に な る。 三 菱 自工が参加す ると,こ

れ以上 の現 地生産 をす るで あ ろ うといわれてい る。

日本 の自動 車生産は,世 界一 を 誇 る よ うに な った。 国 内的 に も自動車 メ

ーカーは,生 産 金 額 にお い て リー デ ィン グィンダス トリーの地位 を,す く

な くと も1984年 お よび85年 に 獲得 した ので あ る。 とい うの は,自 動 車 及 び

部 品 生産 金額 におい て,ユ983年 は,食 料 品 の26兆 円 に対 し,25兆 円産 業 で

あ ったが,84年 に食 料 品 の27兆2,600億 円を抜 ぎ,27兆7,000億 円産 業 に

な った。1985年 に は,31兆5,300億 円の産 業 に な り,低 下 し た 食 料 品 の

20兆5,600億 円を は るか に抜 い て しま った。 同年 の全製造業合計の生産金

額 は,265兆6,322億 円で あ るか ら,自 動 車 及 び部 品 の生 産 金額 の割 合は

11.9%に 当た る。 自動 車産 業 は,も はや10%以 上 の成 長 産 業 であ り,1ド

ル120円 台 の為 替 差 損 を経験 しな が ら,自 動 車 生産 台 数 を 「した た か に」

ふや して きた。そ の販売志向は,国 内 とア メ リカ以外 の諸 国 に 向けてい る。

日本の 自動車産業が国際競争力を誇 るよ うになった理 由は,省 燃 費 の技

術 開発 に成 功 した こ と,量 産 体 制 に よる価 格低下 をは か った こと,Rポ ッ

トとコ ソ ピュー ター との結 合 方式 に よる多様な 受 注生産体制(3000種 以上)

を確 立 した こ と,ア メ リカ,西 ドイ ツ,イ ギ リス と比ぺ て 賃金 水 準が 低 か

った こと,日 本 独 得な 労使 協 調体 制に よる合理化を貫徹 した こと,総 合産

業 としての 自動 車 の生 産体 制を構築 した こと,若 年 層,主 婦 層 向 けの フ ィ

ー リソ グ型 の 「魅力車」を開発 した こ と
,公 害 対 策 が甘 か った こ とな どに

よる とい って もよいであろ う。

こ うした理由か ら,日 本 の大 手 自動車 産 業 は,国 内 的に も市 場 占有 率 を

拡 大 し,国 際競 争 力 を高 め るこ とが で きた。

トヨタ,日 産 の二 大 自動 車 産 業 は 「協 調 的寡 占体制」を作 り上げたので

あ る。1986年 の会社 別 の 自動 車 生 産割 合(%)を み る と,第4表 の通 りで

あ る。

この表 をみ て もわか るよ うに,乗 用 車部 門で,ト ヨタ と日産 を合わ せ る
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と,57.1の 生産 占有 率 で あ る。 また バ ス においては,ト ヨタ,日 産,三

菱 自動 車 の三社 で,67.4%で あ る。 日本 型 「一協調 的寡 占体 制」 が形成 され

てい る。 したが って,そ れ は 国際 的 にみ て も特 異 な体 制である。 巨視的に

みる と日本の 自動車生産高は,順 調に伸 び て きた(第1,2図),こ れ に対

して ア メ リカの 自動 車 生産高は乱高下現象をみせてい る。 また西 ドイツ,

フラ ソスの 自動 車 生産 高 は地道 な増加傾向をみせてきたのに対 してイギ リ

スは,1976年 か ら82年 まで 下 降傾 向 をた ど り,84～86年 は横這 い の現 象で

あ る。

ところで,こ うした対 外 競争 力 の強 い 日本 の 自動車産業は円高 ・ドル安

構造 に脆弱性 もっている。例えば,日 産 と トヨタの場 合 をみ て み よ う(第

5表)。1985年3月 の 日産 の総売 上 高 は3兆6,180億 円で あ り,そ の経常 利

益 は1,481億8,400万 円で あ った。 ところが1987年3月 の総 売上 高 は3兆

4,293億 円に低 下 し,同 様 に経 常利 益 も1,185億 円に低 下 し てい る。 ちな

み に 日産 の1985年 の輸 出比 率 は58.2%で あ り,87年 のそれ は55.8%に 低 下

してい る。 一 方,ト ヨタの場 合 は,1985年3月 の総 売上 高 は6兆6,442億

円で あ り,経 常利 益 は,史 上 最 高 の6,480億 円で あ る。 と こ ろ が,円 高 ・

ドル安 の イ ンパ ク トを もろに うけて,1986年6月 には,総 売 上 高6兆3,048

億 円で,前 年 に比 べ て2,400億 円の低 下 であ り,経 常利 益 は4,883億 円で,

前年 に比べ て1,597億 円の減 収 で あ る。 円高 ・ドル 安 の構造 は,輸 出産 業

に と っ て き わ め て 厳 しい。 トヨタの輸 出比率 はs85年 は48.0%,86年 は

44.7%で あ る(r自 動車産業 ハン ドブック』1987年 版)。

こ うしてみ る と,ド ル 安 ・円高構 造 に対応 す るため,自 動 車 メー カー は

企 業 内合 理化 を 徹底 し,さ らに部 品 メー カー を合理 化 しs地 域 経済 を部分

的 に空洞 化 す る。 同時に,自 動車 メー カー は輸 出比 率 を低 下 させ,国 内需

要 と,海 外現 地 生産 へ の志 向 を現 実 化 してい る。 国内需要の促進は,総 量

として の 自動 車 公害 を 拡大 再生産す る ことにな る。

(3)な ぜ 「クル マ社 会」 は定 着 したか

(a)政 府 の 自動 車産 業 政 策 とは
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日本の自動車産業が国際競争力を強めることができたのは,自 動車産業

独 自の力量ではない。 もちろん自動車産業独 白の経営力と技術力,労 働力,

販売力の総量を評価した うえで,あ えて問題を提起したいのは,そ うした

背景に,政 府 ・通産省による国策 としての自動車産業の位置づけがあった

からである。この点を軽視 して自動車産業を論じることはできないであろ

う。したがってあえて,1950年 代,60年 代,70年 代の政府の自動車政策の

指標を示 さざるをえない。

改めて論理を整理すると,ク ルマ社会の定着化は,市 民社会における個

々人の欲望よ りも,そ うした欲望を作 りだす政策的需要と市民の相対的所

得向上にあった。

前述の国際競争力が強 くなった背景をみると,1955年 の高度成長政策の

開始時に,通 産省は,日 本の自動車工業が,海 外の自動車メーカーとの技

術提携 とくにアメ リカの技術を借 りてライセンス生産にふみきったことを

公表した。 この年のクルマ生産はきわめてお粗末であった。 この年に政府

は 「国民車育成要綱」を作 り,政 府の援助のもとで自動車産業の 「設備の

合理化 と資本蓄積」を促進した。「要綱」では 「新規産業 として の超小型

乗用車工業の積極的育成をはかることにより,関 連産業の伸張,国 民雇用

の増大,技 術水準の向上を促進し,将 来小型乗用車工業を輸出産業 として

発展せ しめる素地を培養するとともに,乗 用車の大衆化による国民生活水

準の向上を図る」 とのべている。 ここでは,当 時の通産官僚が日本人の風

土と生活環境を見抜いて小型乗用車生産を積極的に進めたのである。1956

年に,通 産省は機械工業振興法をつ くって自動車の部品工業,工 作機械メ

ーカーの合理化 と技術革新を推進するために開発銀行を通じて融資をした

り,税 制上の恩典を与}た 。

通産省の方針は,そ の後 トヨタ,日 産を頂点 として,富 士重工,東 洋工

業,新 三菱自動車の小型車e大 衆車開発に融資の面で,ま た技術の面で援

助をした。通産省は,自 動車産業を総合産業 として位置づけた。 とくに目

立ったのはs部 品メーカーの中小企業への育成策である。 とい うのは部品
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メー カーは親会社 の保護がな い か ぎ り,「 明 日は 明 日の風 が 吹 く」 の状 態

におかれていた。部 品メー カーを育成す ることが同時?,r親 会 社 の経営 基 盤

の強 化につ なが った。 この育成政策は,ト ヨタ,日 産 を主 軸 に した大 企業

の経 営基 盤 の強化,合 理 化 志 向を 促進 す る と同時 に・ 親会社 による部品 メ

ー カーの系列化を促進 した。

クルマ産 業に対す る保護育成 は,ク ル マ産 業 自体 の 経営 力 強化 を促進 し

ただけでな く,そ の条件 整 ㈲ こも手を か した。 一方建設省 は・1956年 に・

クル マ普 及を 前提 に幹 線道 路整備 に対す る政府資金の積極的導入を展 開し

た。全国の幹線ネ ヅ トワー クをつ くり,生 産,流 通・ 消費 の 円滑化 を 図 る

こ とを準備 した。それは高速道 路,… 般 幹 線道 路 の 各整備,交 通 法規 の作

成,ク ル マ普 及 のた め の交 通政 策 を志向した。 この方針は・ クルマ と道路

の2人3脚 の方 式で,1960年 代,70年 代,1980年 代を 通 じて一 貫 してい る。

もちろ ん,こ の間,環 境 庁は 交 通公害,沿 道 騒音,自 動 車公害 に対す る 市

民 か らの批 判を うけなが ら,部 分的 公害 対 策 を講 じな が ら,道 路 行政 を 進

め て きた。

高度成 長 の性格である商品の大量生産,大 量流 通,大 量 消費,大 量 廃棄

の方 式 が,ク ル`?と 道 路 の普 及 との相 乗作用 の関 係 を作 りだし・市場優先

の経済 システムを作 り上げたのであ る。 この方式 は,人 と貨物 の大 量輸 送

手段 として の 咽鉄(現 在JR)の 経営 を悪 化 させ る結果 とな った。 この時点

で,本 来 国鉄 の輸 送方 式 を主 体 に した クル マ社会のネ ッ トワー クを政策 と

して展開 しなかった ことによって自動車公害 は拡大再生産 され ることにな

った のであ る。

1960年 代 は官民 協調 の クルマ 政策 の 「体系化」をめ ざした ものであった。

一方で,ト ヨ タ,日 産 の 「協調 的寡 占体 制」 を 主軸に クルマ生産体制がで

きあが る。1965年 に は185万 台,66年 に は200万 台,68年Yrは408万 台,

70年 に は528万 台,75年 に は694万 台,80年 に は1104万 台,85年1227万 台

と上 昇傾 向を示 した。1966年 は,マ イ カー 元 年 で あ り・ 「官民 協調」のモ

ー タ リゼー ショソが開始 された年であ り,日 産 の 「サ ニー」,ト ヨ タの 「カ
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ロー ラ」が大衆車 として普及した年であ る。

一方
f1965年7月 に 「名神 高 速道 路」(西 宮一小牧間)の190キ ロメー ター

が完 成,1964年 度 か ら発足 した 第4次 道 路整備5か 年 計 画(総 額4兆1000億

円)の 一 環 として,1970年 に東 名 高速(東 京一小牧間),そ の後 中 央 高 速 道

路(東 京一富士吉田間)な どを開 通 させ た。1965年 には,一 般 国道 の51%が

舗 装 され た。 だ が,都 道 府 県道 と市 町村 道 は,合 わせ て17.2%し か 舗装 さ

れ な か った。1985年4月1日 現 在 の舗装 率 は一 般 国道85.6%,都 道 府県道

52.6%,市 町 村道12.8%で あ る。 市町 村道 の舗 装 率 は依 然 として低 い。

1960年 代,1970年 代 を 通 じて,道 路投 資 の方 式 は,主 要 自治体 が道 路整 備

をす る場 合,そ の資 金70%を 国が うけ もち,残 り30%を 自治体 が うけ もつ

とい う方 式で あ る。各 自治体は,「 都 市基 盤 整備 」 の強化 とい う方 針 を打

ち立て,交 通 体 系 の ネ ッ トワー クを作 るために,道 路舗 装 に意 欲 を示 した。

こ うした都市計画道路作 りは,70年 代 に な って 環境 アセ ス メ ン トが主要 自

治体で制度化 され るにつれて,環 境 へ の 配慮 を部 分 的 にす る よ うになった。

今後,住 民 の生 活 環境,自 然 環 境 を配慮 した道 路作 りを志向せ ざるをえな

いであろ う。 自動 車公害対策を前提に した道路作 りを志向 しなければs住

民か ら厳 しい批 判 を うけ るであろ う。 この点で主要 自治体 のアセス メソ ト

の運用は きわめて重要である。

(4)「 クル マ社 会 」 と都 市 問題

クル マが 普及すればす るほ ど,そ れ は道 路 の拡 幅,延 長,構 造 改 良を 伴

う。 同時 に クル マ社 会が進めば進む ほ ど自動車の排 出ガスの増大,騒 音,

事 故 の多発 化 を 増 幅す る。 クル マの排 出ガスの中には,窒 素 酸化 物,炭 化

水素,.__.酸 化 炭 素 な どの人体 に とっ て有 害 なガスを含んでいる。東京,川

崎,横 浜 な どにお い て は,今 日環境 基 準 を こiii..てい る ところがか な り出て

い るか ら問題なのであ る。 自動車公害は都市住 民に とって,深 刻 な悩 み で

あ る。 それ は都 市 におけ る快適環境づ く りにおける大 きな妨げ となってい

る。 クルマ社会 の定着化は,都 市 問題 を お こしてい る。 それ は都市 におい

ては,ク ル マ の渋 滞 を解決 しよ うとして,道 路 の拡 幅 と延長 を求 め てい る
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が,こ の道路は,ま た高価につ くだけでな く,拡 幅しても一時的に渋滞は

解消するが,再 び走行量の増大によって渋滞する。

市民の自動車利用は,日 常生活におけるクルマ代やガソリソ代の支払い

などとい う私的に資源を利用することによって生活を快適に営む とい う代

価の問題だけでな く,道 路 とい う社会的資源の利用を不可欠のものとした。

整理していえば,ク ルマの利用は,社 会的資源 としての道路を媒介にして,

私たちの生活に便益性をもたらしている。本来,道 路は,市 民にとって必

要不可欠のものであ り,市 民生活を豊富にすることを 目的にして作 られた

はずである。にも拘らず,道 路 とい う社会的資源を,一 部の自動車利用者

よって私的便益を優先させたことによって都市問題を発生させた。 した

がって,私 たちは,道 路の社会的資源をどのように公的に利用し,市 民全

体の生活を快適にす るかをたえず問わなけれぽならない。都市の主体は市

民である。だから道路利用 も,市 民全体の利益を図ることが重要な課題な

のである。行政の課題 も共通している。

㈲ クルマの生産が欲望を作る

クルマの保有台数が増大したのは,自 動車メーカーの市場戦略にあった。

20年 前に,あ る社会学者は,こ ういった。 「いまや クルマは衣服のようで

ある。 クルマなしの都市生活は不安であ り,そ れはあたか も裸でいるよう

な頼 りない気持になる」 と。

最近の日本の都市生活者は,ク ルマが必要不可欠のものになってしまっ

た。住宅の陳駐化,公 営交通の未整備,中 ・遠距離交通費,ホ テル代の割

高,生 活の機能性,利 便性などによって,マ イカーを利用するようになっ

た。生産,流 通,消 費の総過程の中で,ク ルマの利用度は高 くなった。そ

のことが現代社会における市民の一方における利便性,機 能性を増大させ

た。だが他方で,自 動車公害を増大させている。

こうしたアンテ ィノ ミーを作 りだ している経済 システムとして自動車産

業の雇用問題がある。自動車産業を立地している自治体では,雇 用問題は,

かな り重要な役割を果している。関係自治体は,一 方で自動車公害を抑止
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しつつf他 方 で 自動 車産 業 の発 展 に基づ く雇用 の定着化を望んでい る。そ

れは・ 自治体 の法人税,市 民税 収 入 とも関連 して い るか らであ る。

⑥ 「クルマ社会」 と雇用問題

1985年 の 自動 車 及 び部 品産 業 の従 業 者 数は76万4 ,851人 で あ り,電 気機

械 の182万 人・___..般機 械 の112万 人,食 料 品 の101万 人 の 次 に 位 置 す る。

1975年 は60万 人 で あ った か ら,1985年 は,約16万5千 人 の増 で あ る。 さ ら

に 資材 部 門(鉄 鋼業,非 鉄金属製造業,化 学工業,タ イヤ ・チューブ製造 業,ガ

ラス ・同製品製造業・その他プラスチ ック ・繊維,塗 料等)の 就 業者 の うち約50

万 人 が 自動車 関 連 部門 に依 存 して いる といわれ る。関連部門(石 油製造r

潤滑油 ・グ リース製造業,石 油卸売業,金 融 ・保険業等,そ の他一広告 ・宣伝 ・印

刷'タ イヤ小売業等)も 資 材部 門 と推計 す る と約29万 人 が 自動車 関 連部 門 に

依 存 してい る(自 工試算)y販 売 ・サ ー ビス部門 に201万4133人(自 動車小売

業54万4,670人,自 動車部品販売業8万4,948人 自動車賃貸業12,630人,自 動車整備

業34万310人,駐 車場6万5,232人,ガ ソリン ・ステーシ3ン5万7,516人,運 送に

付帯するサー・ビス業等37万8,827人,そ の他約30万 人),さ らに利用 部門 に165万

5・060人(道 路旅客運送業71万2956人,道 路貨物運送業96万2104人)が 自動 車関

連 産 業 部 門に 依存 してい るといわれる。

こ うして自動車産業の従業者お よび 自動車関連産業の従業者 数を合計す

ると・524万4,044人 で あ る。 もち ろん,本 体 は,76万4 ,851人 で あ る。

関連産 業 の従業 員 数 を加 えた場合,日 本 の総 生産 人 口4,600万 人 の10°,o強

に当 る。 自動 車産 業 自体 で み る と,6°oで あ る。 もち ろん,関 連産 業 を含

め て雇用 力 を強 調す ることは誤解を招 く。 とい うのは,鉄..,.化 学工 業

を それぞ れ 主体 として同 じ よ うな関連産業の従業員数を示す ことがで きる

か らである。

だがいえ ることは,自 動 車 へ の需 要効果 に基 づ く効用効果 も大 きい とい

うことだ。 自動車産業を主軸に車体工業,部 品工 業 な どの 下請 ・外注 の系

列 関 係を別に して も,資 材,販 売,運 送,利 用 な どの各 関連 産 業 は 巨大 な

ピ ラ ミ ッドを形成 し,総 合 産 業 として の性 格 を誇示 し てい る。つ ま り自動
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車の生産,樋 消費,輸 出の全羅 の判 まコソパ クトな体系を作 り上げ・

クルマ社会,ク ルマ 「文明」(広告 ・宣伝など)の 経済的基礎を形成 している。

したがってこの働 轄 業のネ ツトワークカraあるからこそ泊 騨 公害対

策も困:;を 伴 う社会的条件をもっている・わた くしな りlyい えぽ・ 働

車産業の総舗 顧 吸収力があるからこそ,あ えてその恥部である公舗

題にメスを入れることによって,働 車産業の 「社会的」責任を果す こと

ができるのではないか と考える。本来,自 動車産業は,自 らの公害対策に

対す 磁 い ・姿勢をもつことによってyそ の存在を誇示 しうるのである・

もしその努力を怠 るならぽ,市 民泊 治体から厳い ・公翻 制を うけざる

を}な いであろう。

ある評言繍 こよれば,自 動車の輸出が1・%減 ると・2・万人の失業者がで

るとい う。 このことを公害対策緩和の 「脅威」のセ リフにしては困るので

ある.働 車工業界が,自 らの公害嫌 を絶}ずfす ることによってそ

のr麟 」のメリツトを示すべきである・それカミ働 軽 業の社会醸 任

を果すことになるのである。

1988年 の出発にあたって,1ド ル122円 の為替レー トになった。恐 らく,

アメリカが自らの力で財政赤字,貿 跡 字,家 計赤字の3つ の対策を勇断

に難 しない限 り,・ ドル … 円の㈱ こなるであろ う・すでに働 韓

界は,恐 らくこの㈱ を識 しているであろ う・すでにある生産工場では・

従類2・ ・人を・6人にし,そ の代棚 こ・ポ ツト鱒 入し・合理化の灘

をす ることによって国灘 対応を考えているとし・う・世雅 灘 おける為

替 レ_ト による傾 聴 族 施ぜざるをえない ことは・繕 者の当然の仕

事であるかも知れないが,lr{Jに,公 罰 策に も万全欄 して・ 躰 の自

動車が,世 界に誇れる無公害型自動韓 業 としての姫 擁 定してほい'・

⑦ 「クルマ社会」 と公害 ・環境問題

クルマ社会の定着は,日 本の社会経済構造 とりわけ交通のしくみを変え

た.マ イカーとトラ ツクの輸送は,旅 客 と貨物輸送の中で・公害防止のク

リ_ソ の鉄道の地位を低下させた.・965年 の旅客輸送は・66.7%・ 自
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動 車31・6%・ 縮 船o.9i,航 空・・8%で あ っ た の がf1985年 に は
,鉄 道

38・5%・ 自動 車56・9% ・旅 客 船o.7i,航 空3.9%で あ る.1985年 は
,自 動

動 割 合 縞 くな り・ 航 空輸 送 が増力・していること棚 瞭であ る
◎ 貨㈱

送 の害拾 についてみる と・・965年,鉄X30.7%,自 動 車26 .・o,艦 鯉

43・3%で あ った・ ところが ・985年 セこは
,鉄 道5.・%泊 動 軟4%,内 航

海 翫4%峨 空o.・%と な って い る.貨 櫨 送 にお い て は,鰯 勅 割

合 が圧 倒 的比重 を 占め てい る。

人 と物 輸送 において も・ クルマが主導権 を握 ってい る
.こ の ことがf

自動 転 害 を発 生 させ てい る大 き腰 因ぱ にっ て い る
.・987年 に 「国鉄」

が 「民 営 化」 され・JRに な った が
,鰍 害 の メ リ ツ トか らい っ て も汐

イ カ__..バ ろ トラ ツクな どに よる人 と物 の輸送に対 して も指導権を発揮

してほしい。 クルマの社会的費用 の増大に対 して
,鉄 道 の社 会的 費用 は小

さい・ だか らこそ・民営化 した以上 ,JRは 公害 対 策 の面 か ら も,現 在 の

2倍 の人 と物 の輸 送 に 心が け る よ う経営方針を大転換 してほしい
。地方 の

公営交通を改め て見直 し,住 民 の利用 の増 大 を図 るべ きで あろ う
。

(8}ク ル マ と交通 事故

こ うみ て くる と・公害規制・社会膿 用 の面か ら税制措置を考えない限

りクルマ社 会はます ます発展 してい く。 すで に1987年 末 の統 計 で は国 内 の

新 轍 売 台 数が 史撮 高を記録 した.鰯 車 業界 が ・2月26縢 計 した 国 内

販 売台 数 は433万800台 で あ り,過 去最 高で あ った1979年 の429万7
,000

台 を8年 ぶ りに上 回 った。 これ は,円 高 ・ドル安 に基 づ く経済 体 質 の進行

の中で・国内の需要拡大に適合 したか らだ といわれ てい る
。消費者 の二_

ズに対 応 して新型 車 を投 入 した こと
,各 祉 の内需 シ フ ト策 が きわ め て積極

的であ った ことにあろ う。それは大手デ ィ0ラ ーの 前年 比50%増 の異 常 な

販 売 目標 に よって い る といわれ てい る。

一方
,こ うした クル マの普 及 の中 で,1987年 の交 通 事 故 に よ る死 者 は

9・351人 で あ り・86年 の年 間死 者9 ,317人 を上 回 った 。1982年 以 来6年 連

続 の9,000人 台 の記 録 を続 け てい る。1965年 か ら1980年 まで の交 通事 故 に
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よる累積死傷者数は1,130万 人である。1981年 から87年 の7年 間の交通事

故による死者は約6・3万人である。まさに交通戦争である。

交通事故の基本的動因は,自 動車のもつ メリツトといわれる一定の法規

のもとでの人 と物の 「移動の自由」,快 適性,敏 速性・利便性・機動性・

個室の移動の自由性,風 景の一時的独占性など・それ 自体の構成するエレ

メソ トによる。こうした メリツトを もつからこそ,同 時にその制約性 ●社

会性を問われざるをえない。現実問題として,交 通事故を解消するために

「交通安全基本法」の強化 と ドライバーの厳しい自主規制・危険な道路構

造の改造,交 通安全施設の整備,ス ピー ドの抑制,酒 酔い運転規制,無 免

許運転への厳しい規制,交 通安全思想の普及,子 どもと老人の遊び場の確

保,歩 行者,自 転車道の設置,道 路における適正交通量の義務化,環 境

自治権に基づ くクルマと道路の公共的管理,自 動車エソジンの無公害化な

どの総合対策を実施し,人 間が クルマを管理する時代にすべぎであろう。

1980年 代から1990年 代にかけて,環 境庁 も,主 要地方自治体 も,自 動車に

対する総合的な公害対策を示す政策科学体系をもつべきであろ うし・また

その体系に基づいて実行すべきであろ う。すでに神奈川県,横 浜市 にお

いてはそれぞれr神 奈川自動車交通公害 防止計画一基本計画・ 実施計画』

(昭62.10),r横 浜市自動車公害防止計画』(昭62・3)を 示 して具体的対策を

示している。 この点を評価したい。

一方クルマ社会が根をはることによって他方で,ク ルマの排出ガス,騒

音,振 動とい う自動車公害が激増した。 もしこうした 「社会的費用」を ク

ルマメ_カ_と ユーザーが負担するとすれぽ,ク ル`?は 高価な商品 となる

であろ う。普通の乗用車1台 の社会的費用は1000万 円をこ}る であろ う。

この費用で,公 害対策をすれば,道 路,規 制などの面で,現 在の大気汚染

を2分 の1に 低下することができるであろ う。だがそれは現実性をもたな

いといわれる。だからこそ,い ま政府 も主要自治体 も,総 合的な自動車公

害対策を政策科学的に提示し,実 践すべきなのではないであろ うか。それ

が21世 紀を目指した環境政策の重要課題ではあるまいか◎
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現代 日本の経済社会は,き わめて不透明である。だからこそ,こ の不透

明性を,市 民サイ ドから多面的に究明し,そ の解決策を,で きるところか

ら地道に実践すべぎなのである。

現代のクルマ社会の定着化は,___..方で経営者,労 働者,一 般市民,利 用

者にとって,そ の利便性,機 能性,個 別利益性,福 祉的公共性な どの経済

体質をもた らしていると同時に,他 方で,交 通事故,騒 音,振 動,大 気汚

染など,ク ルマ社会の非人間性,非 社会性の体質をもっている。

日本車の国際競争力が強化されればされるほど,輸 出は拡大し,円 高 ・

ドル安の構造下において,現 地生産を拡大し,そ の効果を亨受しうるであ

ろ う。だが他方で,こ の経済体質は,さ まざまな自動車公害激増の体質を

拡大再生産するメカニズムを作 り上げる。だからこそ,市 民は,そ のデメ

リットを少な くし,快 適な環境を創造する権利をもち,そ の対策を要望し

ている。

こうした課題に答えるのが,当 面身近かにある自治体の自動車公害対策

の課題ではあるまいか。主要自治体が市民本位の自動車公害対策にの りだ

すことによって,地 域のまちづ くりも一歩前進するであろ う。市民,業 界s

自治体,環 境庁 も,自 動車公害対策の基本計画を踏えて,で きるところか

ら公害防止に全力を投球すべきではないであろ うか。最後に横浜市の自動

車公害防止計画の考え方を吟味し,本 稿の結論 としたい。

6.横 浜市 自動車公害防止計画を考える

まえに述べたよう?,r,市 場経済の論理の中で,ク ルマ社会のメリット,

デメリットを考えてきた。だが自動車公害を防止するのは,自 動車公害で

苦んでいる自治体における市民である。市民のための環境保全な くして公

害対策の行政はないであろ う。すでにふれたように神奈川県は,1987年10

月に 『県自動車交通公害防止計画』を公刊し,多 面的に自動車公害防止の

あ り方と具体策を示 した。横浜市は,そ れ より先に1987年3月 に 『横浜市

自動車公害防止計画』を公刊し 「安全で快適な市民生活がお くれる都市よ
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こはま」 を実現す るために,自 動 車公 害 の 防止 計 画を政策 的 に提示 した。

わた くしは,県,市 の 自動車 公害 防止 計 画の 政策 立案に参 加し,前 述 した

クル マ社 会 の本 質 と実 現形態を,さ ま ざ まな 形 で提 言 した ひ と りであ る。

県 と横浜市の 「自動車公害防止計画」は,未 解決 な 問題 と疑 問点 を もっ

てい るものの,わ が 国に お け る先駆 的役 割 を果 すで あろ う。いま自動車公

害対策はs自 治体 と市 民 の環 境保 全 と創 造 に とって不可欠の課題である。

こ こで は,r横 浜 市 自動 車公 害 防 止 計 画』(1967年3月,以 下r防 止計画』 と

よぶ)の 基本 性 格 につ い ての主 要 問題 を政策科学的視点か ら取 り上 げ る こ

とにす る。

横浜市の 自動車公 害 対 策 防Lヒ計 画 は,1956年 の 『よ こは ま21世 紀 プ ラ

ン』,1985年 の 『よ こは ま21世 紀 プ ラ ソr第2次 実 施 計画,1985～1989年 』

に基 づ く,1986年 の 『横浜 市環 境 管理 計 画』 に おけ る総合計画の一環 とし

て策定 されてい る。例えぽ,『 防止 計画』 で は,こ うのべ てい る。

「自動 車公 害 問題は,工 場 等 に対す る固定 発 生源 対策 と異な り汚染者が

不特定多数であ ることや,高 度 に発 展 した都 市 機能 を維持 しなが ら対策 を

講 じていかなければな らない ことな どか ら,大 都 市 が抱 えてい る種 々の環

境 問題のなかで最 も解決困難な課題の一つであ る。 しか し,本 市 の総合 計

画で あ る 『よ こは ま21世 紀 プ ラ ン』 が 標 傍す るr安 全で 快 適 な市 民生 活が

お くれ る都市 よこはま』 を創 り出すためには,自 動車 公害 問題 を 解決 し,

環 境 の改 善 を 図 る必 要 が あ る」 と。

rよ こは ま21世 紀 プラ ン』 は安全 で快 適 な市 民 生活の1た め に は,自 動 車

公 害 問題 を解 決す る ことにあ ると主張 してい る。 この点をわた くしは重視

したい。 この 「防止計画」では,要 約す る とわ た くしが 総論 で述 べた クル

マ社会の二面性を こ う指摘 してい る。昭和40年 度 には,11万2千 台 で あ っ

た 市 内 の 自動 車 保有 台 数は,昭 和60年 度 に は&1倍 の91万3千 台 に 達 した。

この期間 の 人 口 の 増 加(約1.7倍),道 路延 長 距 離 の増 加(約1.5倍)と 比 べ

て,か な りの伸 びで あ る。 こ うし た 自動車の増加は,「 産 業 活動 の 拡大 を

支 え,生 活 面で利 便 性 を もた らした反 面,幹 線道 路 を 中心 に,自 動 車 交通
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量 の過度の集中がみ られるようになった」(同書3ペ ージ)。 ここでは,市 内

の自動車保有台数の増大,人 口の集中,道 路延長,産 業の発展,生 活の利便

性の中でf自 動車交通量の集中化を指摘 している。 これはクルマ社会の機

能面のメリヅトの指摘である。一方s横 浜市の幹線道路沿道では,住 居密

集地域が多 く,土 地利用が不十分で,大 気汚染,騒 音,振 動などの公害問

題は,依 然として解決されていない。 「とりわけ,二 酸化窒素については,

自動車排出ガスが,道 路沿道はもとより,地 域によってはs道 路から離れ

た一般環境にまで大きな影響を及ぼしている。 自動車公害問題に対処する

ため,こ れまで,発 生源である自動車そのものへの対策をはじめ として,

道路対策等の各種対策が講じられてきてお り,発 生源規制の強化による一

酸化炭素の改善や,遮 音壁設置等による局所的改善がみ られるものの,多

くの幹線道路沿道ではf二 酸化窒素,騒 音等が環境基準を超えている。 ま

た,今 後も引き続き自動車の交通量の増加,貨 物自動車の大型化等が予想

され,さ らに環境の悪化が1!1念 される。」だから自動車公害対策への科学

的対応 と実践が必要なのである。

自動車公害対策は,一 方で単純明快であるが,他 方できわめて複雑な性

格をもっている。それは,個 別的,局 所的対策に とどまらず,発 生源対策

はもとより,道 路対策,物 流対策,沿 道土地利用対策を有効 ・適切に組み

合わせた総合的施策体系を樹立し,こ れを計画的に推進 してい く必要性を

説いているからである。この点を評価したい。

こうして,「 防止計画」は,施 策の理由を明確に示したので あ るが,次

の点を今後の問題点としなければな らない。

第1に,自 動車公害の社会費用的分析が全体 としてきわめて弱いと考x

られる。

第2に,施 策の実行段階における市民・事業者,行 政の役割分担を具体

的にどうするかを,明 示する必要があろ う。

第3に,市 民主体の計画の体系作 りを具体的に示す ことにあろう。

第4に,計 画の対象地域は,計 画の環境 目標を超え,ま たは,超 える恐
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れ のある幹線沿道地域 としてい る。 この点 「合理性」を もってはい るが・

地域環境 は,総 合 性 を もってい るので,横 浜 市全 域 を対 象 とす べ ぎで ある。

第5に,市 民,事 業 者,行 政 を 含 め て,ク ルマ社 会 の公 害 防止 策 の定 着

性 を きめ細か く分析すべ きではなかろ うか。横浜市におけ る クルマ社会の

メ リット,デ メ リ ッ トの 総合 的分 析 をふ ま}て,自 動 車 の公害 対策 を政策

科学 的に 分析す る必要がある と考える。

こ うした問題点は,私 た ち 研 究者 に残 された 課 題 で あ り,今 後,「 防 止

計 画」 の趣 旨を評 価 した うえで,改 め て,政 策 科学 者 が 自 らの 課題 として,

残 され た 問題 を 究 明す る必要 が あろ う。問題 点は私たち研究者,市 民 の課

題 な ので あ る。 この点 を 共有 して問題解明を してい きたい。

いま21世 紀 を め ざ して,市 民 の生 活環 塊 と自然環 境の 保全 と創造を踏 え

て,自 動 車 公害 防止対 策 の 必要 性 が迫 られ て い る。私 た ち は・横浜市 の

「防止計画」の政策 と課題 を内在 的に うけ とめ,政 策科 学 的研 究 を進 め る

必 要 が あ る と考}る 。(本 研究 ノー トは横浜市地域研究費補助金による研究成果

の0部 である。)

{1987.12.31)
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